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羽田空港南・川崎殿町・大師河原地域（川崎殿町地域） 
東京都大田区・神奈川県川崎市｜面積：約 339ha【うち特定都市再生緊急整備地域：約 66ha】 

■エリアの概要
○高度成長期の象徴であった重厚長大な工業都市からの転換
○隣接する羽田空港の拡張により地域へ高まる新たな役割への期待
○地域指定も契機にライフサイエンス分野での国際競争拠点を形成
■都市再生に向けた戦略（成功要因）
○地勢を捉え、長期的視点からまちづくりのビジョンを策定
○立地特性を踏まえ、ニーズを掘り起こし機関や企業を誘致し集積を実現
○初期段階にエリアを象徴する機関や企業を誘致し、認知度を向上させる
■制度の活用状況（令和２年４月時点実績）
○民間都市再生事業計画の認定：６計画
○国際競争拠点都市整備事業：２事業

高度成長期を支えた京浜臨海部の一端に位置し、羽田空港に隣接する羽田空港南・川崎殿町・大師

河原地域では、産業構造の転換や羽田空港の拡張を契機に、ライフサイエンス分野の研究機関の集積

やインフラ整備により、日本経済の持続的な発展を牽引する国際競争拠点としての都市再生が進ん

でいる。成功要因としては、羽田に隣接する地勢から中長期的な視点でライフサイエンス分野の集積

を目指したこと、誘致にあたって想いを共有できる機関や企業を探したことなどが挙げられる。 

提供：川崎市 
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３）都市再生に向けた戦略（成功要因） 

地勢を捉え、長期的視点からまちづくりのビジョンを策定 
川崎殿町地域は、羽田空港に隣接し日本のゲートウェイともいえる場所であることを踏まえ、

川崎市では当該エリアを日本が世界に発信する「ライフサイエンス」及び「環境」分野の研究拠
点として発展させるという大きなビジョンを持ってまちづくりを推進している。地域の地勢を捉
え将来のまちの姿を描くことで、その地域における新たなまちづくりを実現している。 

 

立地特性を踏まえたニーズを掘り起こし、機関や企業を誘致し集積を実現 
川崎市は、企業誘致を進めるため、民間開発事業者へのヒアリングを行ったが、「研究開発機関

の誘致は難しく、物流施設が妥当」といった意見が多く、企業誘致は難航した。しかし、川崎市
はまちづくりのビジョンや都心部と比べ自然環境に恵まれた立地の魅力に共感する機関や企業
を自ら掘起すことで、「ライフサイエンス」及び「環境」の研究所といった特徴的な産業集積を実
現した。描いたまちの姿が、一義的に市場の中では受け入れられない場合があるが、自治体自ら
がその土地のポテンシャルを理解し、積極的に企業等の掘起しを行った点がビジョンの実現に寄
与している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

初期段階にエリアを象徴する機関や企業を誘致し、認知度を向上させる 
川崎殿町地域では、初期段階で公益財団法人実験動物中央研究所を誘致しており、この実験動

物研究所では世界で初めて成功した最先端の実験動物開発技術があり、大学や研究所とのつなが
りも深い。このように、新たな産業集積を図るために、初期段階にその分野で裾野が広く、様々
な機関や企業とつながりを持つ企業を誘致することで、エリアの認知度を向上させ、その後の誘
致においても集積効果をイメージしやすくなり、さらなる誘致につなげた。 

 
  

提供：川崎市 提供：川崎市 
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 背景・特徴  

ライフイノベーション分野の研究機関が集積し、クラスター形成を目指す 
従前はいすゞ自動車川崎工場があったが平成 16 年に閉鎖され、その工場用地を都市再生機構

と株式会社ヨドバシカメラが取得し、平成 22 年から都市再生機構と川崎市が施行者となり、約
23haの区域で土地区画整理事業が行われた。 
その後平成 23 年にはキングスカイフロントと命名し、ライフイノベーション分野の研究所等

の誘致が行われてきた。令和 3年 1月時点では創薬・創薬支援、医療機器、再生医療、研究機関・
大学といったライフイノベーション分野の計 70機関（予定も含む）が立地している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最先端の研究に没頭できるだけでなく、気分転換や交流ができる空間を整備 
公園や緑地など、研究施設の周辺にはオープンスペースが確保されており、ゆったりとした緑

の空間は研究者にとっての気分転換の場にもなっている。またナノ医療イノベーションセンター
（iCONM）には、マグネットエリア・オープンラボが整備され、研究者同士が交流できる場が整
備されている。また、地区内にはホテルやバー、カフェも整備されている。 
キングスカイフロントの立地企業や研究機関、関係自治体等が構成員となり、キングスカイフ

ロントネットワーク協議会が設立されており、産学官の連携により、エリアマネジメントやクラ
スター推進などの取り組みを行っている。 

  

■ 現在の様子（令和 3 年 3 月時点） 

■ 整備方針図 

■マグネットエリア・オープンラボ 

提供：川崎市 

■事業に合わせて整備された公園 

■ 立地が始まった当時の様子 

出典：殿町 3 丁目地区整備方針（川崎市） 

提供：川崎市 提供：川崎市 
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 構想・実行段階での工夫点  

リーディングプロジェクトをコーディネートし、段階的に土地利用を拡大 
当時は羽田空港との連絡道路のルートが決まっていないこともあり、この地区の整備にあたっ

ては、先行土地利用エリアと段階的土地利用エリアを定め、中核的な施設となるリーディングプ
ロジェクトの立地誘導を先行して実施した。 
平成 23年に公益財団法人実験動物中央研究所が立地したのを皮切りに、平成 27年にナノ医療

イノベーションセンター（iCONM）、平成 28 年にライフイノベーションセンター（LIC）、平成
29年にペプチドリーム株式会社、平成 30年に国立医薬品食品衛生研究所といった機関の立地が
進んだ。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

土地の貸借や民間都市再生事業計画の認定など財政面で立地をサポート 
最先端分野の研究機関の立地にあたっては、建物だけでなく、最新の設備機器の導入が必須で

あり、資金力が限られている機関やベンチャー企業にとっては、移転にあたっての財政面の支援
が必要である。 
その中で、平成 22 年にリーディングプロジェクトとなった実験動物中央研究所や川崎生命科

学・研究センター（LiSE）、ナノ医療イノベーションセンター（iCONM）の整備にあたって、川
崎市が用地を取得し、土地を貸し付けて整備をすることで、研究機関等の財政面の負担を軽減さ
せている。 
また、LiSEの 4階は、所有する大成建設が民間の研究機関に区画単位で賃貸しており、ベンチ

ャー企業などの研究拠点として活用されている。 
さらに、民間都市再生事業計画の認定を受けた計画が４件あり、金融支援や税制支援を受ける

ことが可能になっている。 

  

■拠点形成の状況(令和 3 年 3 月時点、整備中を含む) 

出典：川崎市資料を基に加工。 




